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「文の京」ハートフルプラン 

文京区地域福祉保健計画 

障害者・児計画 

令和 3 年度～令和５年度 

中間のまとめ 概要版 

 

第１章 計画の策定の考え方 

１ 計画の目的 
○我が国が平成 26年 1 月に批准した障害者権利条約 1では、障害者の人権及び基本的自由

の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者の権利

の実現について定めています。 

○障害者権利条約の理念に即して改正された障害者基本法第 1 条では、全ての国民が、障

害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策について、基本

となる事項を定めること等により、総合的かつ計画的に推進することを目的としていま

す。 

○これらを受け、ノーマライゼーション 2やソーシャルインクルージョン 3の理念のもと、

本区においても、障害の特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図るとともに、障害の

ある人もない人も地域でともに暮らし、ともに活動できる社会の実現に向けた取組をより

一層進めていくことが重要です。 

○障害者権利条約、障害者差別解消法 4及び東京都障害者差別解消条例で掲げられている障

害者に対する合理的配慮 5については、国及び都の基本方針に沿って、区において周知・

啓発等具体的な取組を進めていくこととしています。 

また、子どもの権利条約 6の理念に則って児童福祉法が改正され、児童が適切な養育を受

け、健やかな成長・発達や自立等を保障される権利を有すること等が明確化されました。

なお、平成 30 年 4 月から障害児福祉計画の策定が義務付けられたことに伴い、障害者の

みならず障害児についても、障害の特性や多様なニーズに対応できる専門的・有機的な相

談支援体制の構築を図るとともに、ライフステージに応じた切れ目のない支援、一人ひと

りの状態に応じた適切なサービス等を提供し、その人らしい生活を送るための支援、制度

の縦割りを超えた柔軟な支援等が求められています。 

○こうした状況に着実に対応していくとともに、本区の基本構想を貫く理念である「だれも

がいきいきと暮らせるまち」を実現するために、本区は、令和 3 年度から令和５年度ま

での 3 年間における障害者・障害児施策の考え方と取組を一体的に示した「文京区障害

者・児計画」を策定します。本計画に基づき、障害者権利条約及び子どもの権利条約の考

え方を一層浸透させるとともに、障害の有無にかかわらず、互いに人格と個性を尊重し、

支え合いながらともに生きる地域社会の実現を目指していきます。 

 
1 障害者権利条約 正式名称「障害者の権利に関する条約」（Convention on the Rights of Persons with 

Disabilities） 

2 ノーマライゼーション(normalization) 障害のある人もない人も、子どもも高齢者も、だれもが地域で普通（ノーマル）

の生活を送ることを当然とし、ともに支え合って普通の生活ができる社会を創造すること、また、その考え方。 
3 ソーシャルインクルージョン(social inclusion)  すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な

生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合うという理念。 

4 障害者差別解消法 正式名称「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」。 
5 合理的配慮 障害のある人もない人も、互いに生き方や生きがいを尊重し、支え合い、ともに暮らしていくた

めに必要な配慮。例えば、障害者が継続して仕事ができるよう人的な支援や職場環境の改善を雇用者が行うこ

とや、障害者が円滑に移動できるように支援すること（過度の負担とならない範囲）が該当する。 
6 子どもの権利条約 正式名称「児童の権利に関する条約」（Convention on the Rights of the Child）  
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２ 計画の性格・位置づけ 

○本計画は、基本構想に掲げる将来都市像の実現に向けて、本区の福祉保健施策を総合的か

つ効果的に推進することを目的として策定する文京区地域福祉保健計画の分野別計画の１

つです。 

○また、本区の障害者・児計画は、障害者基本法に基づく「障害者計画」、障害者総合支援

法に基づく「障害福祉計画」、児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」を一体的に策定し

た計画であり、区の障害者・児施策を総合的・計画的に推進するための基本計画となるも

のです。 

○そして、「文京区都市マスタープラン」、「文京区地域防災計画」、「文京区アカデミー推進

計画」等の他の分野における行政計画とも整合・連携した計画となっています。 

 

 法的な位置付け 策定の内容 

文京区 

障害者・

児 

計画 

障害者基本法に基づく 

「市町村障害者計画」 

・障害者のための施策に関する基本的な事項を

定めた中長期の計画。 

障害者総合支援法に基づく 

「市町村障害福祉計画」 

・障害者計画で示した基本的な事項のうち、障

害福祉サービスに関する 3 年間の実施計画。 

・障害者総合支援法の各種サービス（訪問系サ

ービス、日中活動系サービス、居住系サービ

ス等）の事業量の見込み等を示す。 

児童福祉法に基づく 

「市町村障害児福祉計画」 

・障害者計画で示した基本的な事項のうち、障

害児通所支援等に関する３年間の実施計画。 

・児童福祉法の各種サービス（障害児通所支援、

障害児相談支援等）の事業量の見込み等を示

す。 

 

３ 計画の期間 
○本計画は、令和 3 年度から令和５年度までの 3 年間を計画期間とし、令和５年度に見直

しを行います。 

 

4 計画の推進に向けて 

（１）地域の連携と支え合いによる地域福祉保健の推進 
○地域では、区民、町会・自治会、民生委員・児童委員、福祉関係事業者、NPO、ボラン

ティア団体など様々な主体が地域福祉保健の推進のために、日々主体的に活動していま

す。 

○本計画を推進していく上では、こうした地域による主体的な活動のすそ野をさらに広げ、

様々な主体間の連携を強化するとともに、支援される人たちが時には支援する担い手とし

て活躍するような地域ぐるみの支え合いを推進していくことが大切です。 

○区は、制度的に位置づけられた公的な福祉保健サービスを適切に提供するとともに、地域

福祉の推進を担う社会福祉協議会と緊密に連携し、地域の主体的な活動への積極的な支援

や様々な主体間の連携を図ることを通して、各主体と協働して地域ぐるみの支え合いを推

進します。 

 

  



【資料第６号】 

3 

 

【図：地域福祉保健の推進に向けてのイメージ】 

 
 

 

（２）計画の進行管理 
○本計画を着実かつ効果的に推進するため、公募区民、福祉保健関係団体の代表者、学識経

験者等で構成する「文京区地域福祉推進協議会」及び「地域福祉推進協議会障害者部会」

等において、進行管理を行っていきます。 
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第２章 地域福祉保健計画の基本理念・基本目標 
○本計画では、地域福祉保健計画の総論で掲げた次の基本理念及び基本目標に基づき、障害

者・児施策を推進していきます。 

 

１ 基本理念 

〇人間性の尊重 
だれもが、個人として尊ばれ、人間性が生かされるとともに、人権が尊重される地域

社会を目指します。 

〇自立の支援 
だれもが、自分の意思に基づき、自らの選択のもとに自立した生活を営み、自己実現

できるよう支援します。 

〇支え合い認め合う地域社会の実現 
ノーマライゼーションやソーシャルインクルージョンの理念に基づき、だれもが、主

体的に社会参加でき、相互に人格と個性を尊重し、支え合い、ダイバーシティ 7を推進

する地域社会の実現を目指します。 

〇健康の保持・増進 
だれもが、健康で安全な生活を享受でき、生涯を通じて健康を保持・増進することが

できる地域社会を目指します。 

〇協働による地域共生社会の実現 
だれもが、地域の課題を把握し、解決するための活動に、当事者意識を持って、主体

的に参画・協働し、分野を超えてつながる地域づくりを推進します。 

〇男女平等参画の推進 
一人ひとりが互いに人権を尊重し、喜びも責任も分かち合いつつ、性別に関わりなく、

その個性と能力を十分に発揮していきいきと暮らせる地域社会を目指します。 

 

 

２ 基本目標 

 
〇だれもが、いきいきと自分らしく、健康で自立した生活を営める地域社会を目指しま

す。 

〇だれもが、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、必要な福祉保健サービスを自らの

選択により利用でき、互いに支え合う地域社会を目指します。 

〇だれもが、地域、暮らし、生きがいをともに創り、互いに高め合い、役割を持つことが

できる地域社会を目指します。 

 

 
7 ダイバーシティ(diversity＆inclusion) 性別（性自認及び性的指向を含む）、人種、国籍、宗教、経歴、障害の有無な

ど人それぞれの「違い」を「多様性」として認め合い、互いを尊重し、だれもが暮らしやすい社会の実現を目指

す考え方をいう。 
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第３章 障害者・障害児を取り巻く現状 

 

１ 障害者・障害児の人数 

（1）身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者は、令和元年度末現在、4,477 人です。４年前の平成 27 年度と比

較すると、5.1％の減少となっています。障害種別では、肢体不自由が最も多く 2,085 人

（46.6％）、次いで内部障害が 1,663 人（37.1％）、視覚障害が 365人（8.2％）、聴覚平

衡機能が 294人（6.6％）、音声・言語機能が 70 人（1.6％）となります。肢体不自由と内

部障害の両者を合わせると 3,748 人で、全体の 83.7％を占めています。 

 

【図表：身体障害者手帳所持者数の推移】 

       （各年度末現在） 

（2）愛の手帳所持者数の推移 

愛の手帳所持者は、令和元年度末現在 945 人です。４年前の平成 27 年度と比較すると、

9.8％の増加となっています。４度（軽度）が最も多く、417 人で 44.1％を占め、次いで２

度（重度）が 261 人（27.6％）、３度（中度）が 243 人（25.7％）、１度（最重度）が 24

人（2.5％）となります。４度（軽度）と３度（中度）を合わせると 660人で、全体の 69.8％

を占めています。 

 

【図表：愛の手帳所持者数の推移】 

       （各年度末現在） 
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（3）精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者は、令和元年度末現在 1,647 人です。４年前の平成 27 年

度と比較すると 36.8％増加しています。３級（軽度）の人が最も多く 801 人（48.6％）、

次いで２級（中度）が 771 人（46.8％）、１級（重度）が 75 人（4.6％）となっています。 

 

【図表：精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移】 

       （各年度末現在） 

（4）難病医療券所持者数の推移 

平成 25 年４月に施行された障害者総合支援法において、障害者・児の範囲に新たに難病

患者が加わりました。その後の難病医療券所持者は、平成 30 年度末現在 1,871 人です。平

成 27 年度以降は 1,800 人を超える数で推移してきています。 

 

【図表：難病医療券所持者数の推移】 

       （各年度末現在） 
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（5）障害児の手帳所持者数の推移 

障害児の手帳所持者は、令和元年度末現在 426 人です。令和元年度における障害児の手帳

所持者数を障害種別で見ると、知的障害が最も多く 268 人（62.9％）、次いで身体障害が

111 人（26.1％）、精神障害が 47人（11.0％）となっています。また、４年前の平成 27

年度と比較すると 27.9％の増加となっています。 

 

【図表：障害児の手帳所持者数の推移】 

       （各年度末現在） 
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２ 地域生活の現状と課題 
 地域の現状や障害者（児）実態・意向調査から、以下の課題が浮き彫りになりました。 

■障害福祉サービス等の利用状況と日常生活への支援における課題 
・障害の特性や状況に応じた適切な障害福祉サービス等が提供されること 

・支え手・受け手の垣根を越えた、地域共生社会の構築に向けた支援体制を整備すること 

・障害者が自ら望む生活を営めるようにするためのサービス基盤が整備されること 

・障害者が安心して地域生活に移行し、定着できる福祉サービスが提供されること 

・障害福祉サービスの安定的な質・量が確保されること 

■相談支援と権利擁護における課題 
・各相談機関の連携など、総合的、専門的、長期的な相談・支援体制が構築されること 

・障害者や家族同士の情報交換・交流の場づくりが進められること 

・虐待を地域で防止するためのネットワークづくりが進められること 

・障害者が安心して暮らしていくための、権利擁護や成年後見制度等のさらなる普及啓発

を行うこと 

・障害者差別解消に向けた取組が推進されること 

■障害者の就労における課題 
・本人や家族、職場に対する専門性の高い相談・支援が行われること 

・多様な障害の特性や個性に合わせた就業形態・就労機会が拡大されること 

・障害者雇用に対する企業（働く現場の人）の理解と受け入れ体制の整備が進むこと 

・就労の促進及び継続・定着を支援するための方策を打ち出すこと 

・福祉的就労における作業内容の充実と工賃をアップさせる取組が推進されること 

■子どもの育ち及び家庭への支援における課題 
・子どもとその家族を含めた相談支援の充実を図ること 

・子どもの成長段階に応じた適切な支援・情報が提供されること 

・関係機関との連携を強化した、切れ目のない継続した支援が受けられること 

・障害のあるなしにかかわらず、ともに地域で育ちあう環境づくりが進むこと 

・障害のある子どもの居場所対策が推進されること 

・医療的ケア児への支援体制を強化すること 

■バリアフリー（ソフト・ハード）の推進における課題 
・道路・歩道や公共的な施設・空間のハード面のバリアフリー化を進め、使いやすさを向

上させること 

・障害に応じた、適切な媒体による分かりやすい情報提供が行われること 

・学校や職場、地域等での障害者に対する理解が進むこと 

・障害者の地域社会等への参加の支援を推進すること 

■防災・災害における課題 
・発災時の安否確認や避難誘導、情報提供等、障害者に対する地域での支援体制が強化さ

れること 

・障害特性に配慮した、避難所への避難者及び自宅避難者に対する支援体制の整備が進む

こと 

・要援護者情報の充実を図ること 
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第４章 主要項目及びその方向性 
地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、

生きがいをともに創り、高めあうことができる地域共生社会の実現に向けた支援体制の整備

を推進するために、区が今後３か年で推進していく主要項目を以下の５つに分類しました。

各項目について方向性を掲げ、その達成に向けた取組を進めていきます。 

 

（１）自立に向けた地域生活支援の充実 
障害者が自らの望む地域で自立した生活を営み、社会参加を実現するために、障害の特性 

及び生活の実態に応じた適切な支援の提供や、地域生活を継続するための障害福祉サービス 

の基盤整備等が必要です。 

そのため、グループホームや通所施設等の整備を進めることで地域での生活の場を確保す 

るとともに、ライフステージやライフスタイルによって多様化するニーズを考慮しながら、 

利用者それぞれの障害の特性や状況に応じたサービスを適正に提供し、障害者の地域生活に 

必要な支援の充実を図っていきます。 

さらに、障害者施設入所者や病院に入院している障害者に対して、地域移行や地域定着に 

向けた支援を推進するとともに、地域生活支援拠点の整備を進め、関係機関の連携を深める 

ことにより、支援体制の構築を図っていきます。 

また、障害福祉サービスの質の向上を図るため、事業者への支援・指導を行っていきます。 

 

（２）相談支援の充実と権利擁護の推進 
障害者がいきいきと自分らしい生活を送るためには、障害福祉サービス等の必要な情報が 

適切に入手でき、また、困ったことや日常生活のことについて、気軽に相談できる場が身近 

にあることが大切です。 

そのため、障害特性を踏まえて、障害福祉サービス等の情報を提供するとともに、地域に 

おける相談支援の中核的な拠点となる障害者基幹相談支援センターと地域生活支援拠点等 

の関係機関が連携しながら、相談支援の質を向上させる取組を行うとともに、地域の相 

談支援体制の強化を推進していきます。 

また、障害者の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障害を理由 

とした不当な差別的取扱い等を受けることなく、障害者の権利が十分に守られ、地域で安心 

して暮らせる社会であることが大切です。 

障害者権利条約の締結、障害者差別解消法や東京都障害者差別解消条例の施行を踏まえ、 

関係機関との連携を強化し、差別のない共生社会の実現を目指します。また、成年後見制度 

をはじめとした権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を進めるとともに、障害者虐待 

の防止に向けた地域のネットワークづくりや養護者への支援等を進めることにより、障害者 

が安心して地域生活が送ることができるよう支援を行っていきます。 

 

（３）安心して働き続けられる就労支援 
障害者が地域で自立した生活を送るためには、障害の特性や健康状態などに合わせた働き

方ができる多様な雇用の場が必要です。また、障害者雇用促進法で定める法定雇用率の引き

上げ等により企業の採用意欲が高められてきたなかで、障害者への支援だけでなく、受け入

れ側である企業への支援など専門性の高い支援体制が求められています。 

障害者就労支援センターを中心として、障害者、家族、職場に対する専門性の高い支援体

制や障害者就労を地域全体で支える就労支援ネットワークを構築するとともに、企業実習の

支援等機能の充実を図ります。加えて、就業している障害者が長く働き続けられるよう、就

労に伴う生活面の課題への対応など就労定着支援についても取組を推進していきます。 

また、福祉的就労の底上げを図るため、福祉施設における利用者の工賃を上げる取組を行

うとともに、利用者の就労に関する意欲や能力の向上を図っていきます。 
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（４）子どもの育ちと家庭の安心への支援 
子どもの育ちと家族を支援していくためには、子どもの発達や成長等に関して気軽に相談 

できる場や、障害の早期発見や早期療育、子どもの成長段階に応じた適切な支援が必要です。 

また、子どもを取り巻く関係機関が連携しながら、切れ目のない継続した支援を行うことが 

重要です。 

教育センターにおいて、幼児・児童・生徒に対する福祉部門と教育部門の総合相談窓口 

を設置しており、保護者等への発達に関する助言・指導の実施及び必要に応じた専門訓練等、 

子どもとその家族を含めた相談支援の充実を図っていきます。また、児童発達支援センター 

において、関係機関との連携の強化を図ることで、子どもの成長段階に応じた適切な支援を 

行い、切れ目のない療育の充実を図っていきます。 

また、すべての子どもが地域で安心して過ごし育つことのできる社会を目指すため、障害 

の有無に関わらず、ともに育ちあう環境を整えるとともに、様々な経験をともに分かち合う

ことで、障害や障害児への理解を促していきます。   

さらに、仕事と子育ての両立を含めた障害のある子どもの保護者の支援を図るとともに、 

就学児に対しては、生活能力向上のための必要な訓練と併せて社会参加を促すための居場所 

づくりを行うことで、家庭の負担感を軽減し、子どもの育ちと家庭の安心に対する支援を行 

っていきます。 

医療的ケア児の支援について、保健、医療、福祉、子育て、教育等の関係機関が連携し、 

協議の場やコーディネーターの配置を通じて、医療的ケア児が身近な地域で育ち、必要な支 

援が受けられるように障害児支援の充実を図っていきます。 

 

（５）ひとにやさしいまちづくりの推進 
障害者を含めたすべての人が安心・安全に暮らし、積極的に社会参加をするためには、３ 

つのバリアフリーを推進していく必要があります。 

３つのバリアとは、「まちのバリア」、「心のバリア」、「情報のバリア」を指します。これ 

らの障壁を取り除くために、まず、「まちのバリアフリー」では、区内の公共的性格をもつ 

施設や道路など、障害者を含むすべての人が安全かつ快適に利用できるように整備し、ユニ 

バーサルデザインの考え方を取り入れたまちづくりを進めます。また、「情報のバリアフリ 

ー」では、障害に応じた適切な媒体によって、必要な情報を入手できるための取組を推進 

し、「心のバリアフリー」では、学校や職場などを始めとする、地域における障害や障害者 

に対する理解を促進する取組を行います。 

このようにハード面・ソフト面の障壁を取り除く取組を進め、当事者が主体的に社会参 

画でき心豊かな生活を送ることのできる、ノーマライゼーションの考え方に基づいた共生社 

会の実現を目指します。 

また、災害時や緊急事態に対応するために、避難行動要支援者への支援体制の充実を図 

るとともに、障害者とその家族を地域全体で支えるコミュニティの形成を進め、地域の災害

対応力を高めていきます。あわせて、在宅避難者への支援を的確に行うとともに、障害特性

に配慮した避難スペースやトイレのバリアフリー化など、障害者に配慮した避難所や福祉避

難所の拡充を進め、災害時における障害者への支援の充実を図ります。 

さらに、障害特性に応じた災害時の情報の入手や、障害者自身が困っていることを周囲に 

知らせるための意思疎通への支援など、災害時や新たな感染症の拡大時等の緊急事態におけ 

る支援体制を充実させていきます。 

  



【資料第６号】 

11 

 

第５章 計画の体系 

〔体系の記載例〕 

小項目 計画事業 就学前 就学後 
卒業期／

就職期 
高齢期 

１ 

まちの 

バリアフリーの 

推進 

1 文京区バリアフリー基本構想の推進     

2 道のバリアフリーの推進     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その事業の対象となるライフステー

ジの範囲を示しています。 
 

※高齢期については、65 歳以上と 40

歳以上 65 歳未満の方で介護保険サー

ビスが利用できる方は、介護保険サー

ビスが優先されます。 

【計画事業について】 

・番号：計画事業量を掲げ、進行管理の対象とする事業です。 

・（ ）付番号：進行管理の対象外の事業です。 

 

・他の分野別計画で進行管理の対象とする事業は、計画事業名の

後に当該分野別計画の頭文字と事業番号を記載しています。 

地：地域福祉保健の推進計画 

子：子育て支援計画 

保：保健医療計画 

 

◆：第 6 期障害福祉計画及び第 2 期障害児福祉計画（令和 3 年

度～5 年度）において、年度ごとの利用者数、量の見込みを

定めることとされたものです。 
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第６章 計画事業 

１ 自立に向けた地域生活支援の充実 
○障害者自らが望む生活を選択でき、地域で自立した生活を送るために、日常生活を支援す

るサービスの充実や生活の場の確保に向けた取組を進め、生活訓練の機会の確保、保険・

医療サービスの充実に努めていきます。さらに、生涯にわたって地域で安心して住み続け

られるよう、地域移行及び地域定着促進に向けた支援体制整備の推進や地域生活支援拠点

の整備を進め、障害者が住み慣れた地域で継続して生活するための支援をしていきます。 

○また、障害者が安心してサービスを利用できるよう、事業者への支援や指導を行うこと

で、サービスの質の向上や職員等の育成を図っていきます。 

 

《主な計画事業》 

事業名 事業概要 

1-1-19  

日中活動系サービス

施設の整備 

障害者の就労支援や創作活動等に係る場をより確保するため 

に、整備費等補助制度の拡充により活用の推進を図るなどして、 

民間事業者誘致による日中活動系サービス施設整備を促進する。 

なお、本区における生活介護事業所の不足に対応するため、区 

立小石川福祉作業所において、令和３年１月から生活介護を実施

する。 

1-1-20  

地域生活支援拠点の

整備 

令和元年度を４年計画の初年度とし、本富士地区に整備した。

主に相談支援と関係機関のネットワーク作りのために、地域自立

支援協議会地域生活支援専門部会で地域課題等を検討し、３年度

に駒込・富坂地区、４年度に大塚地区に整備する予定である。本

事業は、第 6 期障害福祉計画において成果目標に定められている

事業である。 

1-2-２  

障害福祉サービス等

の質の向上 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参

入している中、障害者に適切な障害福祉サービス等が提供されて

いるかを確認し指導等を行うことにより、障害福祉サービス等事

業者が提供するサービスの質を高める。 

本事業は、第６期障害福祉計画の成果目標に定められている事

業である。 

1-3-1  

グループホームの 

拡充 

障害者が地域の中で自立した生活を送れるよう、社会福祉法人

等による障害者グループホーム整備費助成の拡充により活用を推

進するほか、社会福祉法人等が民間アパート等を借り上げて障害

者グループホームを開所する際の初期費用の助成を行うことによ

り、施設整備を促進する。 

また、既存事業者が居室を増やす場合も助成を行う。 
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事業名 事業概要 

1-4-1  

福祉施設入所者の 

地域生活への移行 

福祉施設入所の障害者が、自ら選択した地域で自立した日常生

活又は社会生活を営めるよう、障害福祉サービス等の支援を行

い、地域生活移行を進める。 

本事業は、第６期障害福祉計画の成果目標に定められているも

のであり、令和元年度の施設入所者数のうち、令和５年度末まで

に地域生活へ移行する者の見込み量の設定を求められている。よ

って、事業量は累計として記載する。 

1-4-2  

入院中の精神障害者の

地域生活への移行 

退院可能な入院中の精神障害者が、地域で自立した生活を送る

ことを可能にするため、地域相談支援サービスを活用しながら、

保健師及び地域活動支援センターが入院中から地域生活への移行

を支援する。 

1-４-3  

精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム

の構築 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な

連携による支援体制を構築するための議論を行う。 

本事業は、第 6 期障害福祉計画の成果目標に定められている

事業である。 

1-5-2 

地域活動支援センター 

区内５か所において、障害特性等に応じた創作的活動の提供等

を行っている。また、利用者の増加や地域活動支援センターに求

められる役割の多様化が見込まれることから、その在り方につい

ての検討を行う。 

1-6-1  

自立支援医療 

心身の障害の状態の軽減を図り、必要な医療についての支援を

行うことで、障害者・児の自立した日常生活又は社会生活を推進

する。 

1-7-3  

利用者負担の軽減 

障害福祉サービス等の利用者負担に対し、様々な軽減策を実施

することで利用者負担の軽減を図る。現在区が行っている負担軽

減策として、非課税世帯の負担の無料化（平成 22 年度開始）等

を実施している。 

また、国が実施している無償化や多子軽減措置に該当しない利

用者に対して、区独自の助成制度を実施することで利用者負担の

軽減を図っている。 

その他、就学前の障害児通所施設利用時の給食及びおやつ代

（令和元年度開始）、区立障害者施設の給食費や、移動支援等の

地域生活支援事業の利用者負担等については、区における負担軽

減を実施しており、適切な対応によって障害福祉サービス等の利

用を支援する。 
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２ 相談支援の充実と権利擁護の推進 
○障害者の相談内容に応じ的確な支援を行うため、本人に関わる支援者をはじめ、福祉事務

所、保健所、地域生活支援拠点や相談支援事業所等の関係機関と適宜連携を図りながら、

障害者基幹相談支援センターを中心に多面的な支援を行っていきます。併せて、具体的な

相談支援体制や関係機関のネットワーク等については、引き続き地域自立支援協議会にお

いて議論を深め、充実したものとなるよう検討していきます。 

○また、障害者権利条約の締結、障害者差別解消法や東京都障害者差別解消条例の施行を受

け、障害者の権利の実現に向けた取組や障害者差別解消への取組について一層の強化が求

められています。障害者の人権や意見が尊重され、養護者等による虐待などを受けること

なく、安心して生活を送ることができるよう、成年後見制度をはじめとした権利擁護支援

の地域連携ネットワークの構築、障害者虐待防止体制の強化、障害者差別解消支援地域協

議会における事例共有等により、障害者の権利擁護についての取組を推進していきます。 

 

《主な計画事業》 

事業名 事業概要 

2-1-2  

計画相談支援 

障害者・児のニーズに基づくサービス等利用計画(サービス利用支

援・継続サービス利用支援）の作成と評価を行い、課題の解決や適

切なサービス利用に向けて、よりきめ細やかな支援を行う。 

障害福祉サービス利用者が増えていることから、計画相談支援の

利用を希望する障害者・児が相談支援を受けられる体制を目指す。 

2-1-５  

相談支援事業 

区の窓口や一般相談支援事業所において、地域生活支援拠点、指

定特定相談支援事業所又は指定一般相談支援事業所等と連携を図り

つつ、障害者等の福祉に関する各般の問題について障害者・児やそ

の家族からの相談に応じ、必要な情報の提供や障害福祉サービスの

利用支援を行うとともに、障害者・児の権利擁護のために必要な援

助を行う。 

また、障害者基幹相談支援センターにおいては、地域の相談事業

者等への助言・人材育成等により相談支援の質を向上させる取組を

行うとともに、地域の相談支援体制の強化を推進していく。 

なお、本事業は、第 6期障害福祉計画において成果目標に定めら

れている事業である。 

2-1-6 

地域自立支援協議

会の運営 

障害者等が自立した生活を営むことができるよう、関係機関等と

連絡を図ることにより障害福祉に関する課題について協議を行い、

地域の障害者等を支援する方策を推進していく。 

また、この協議会の下に設置される、相談支援専門部会、就労支

援専門部会、権利擁護専門部会、障害当事者部会、地域生活支援専

門部会において、支援体制等についての協議を重ねていく。 

2-2-３  

権利擁護支援に係

る地域連携ネット

ワークの構築 

成年後見制度利用促進計画で定められた広報機能、相談機能、成

年後見制度利用促進機能、後見人支援機能等を備えた、権利擁護支

援の地域連携ネットワークを構築する。このネットワークを推進す

る中核機関を文京区社会福祉協議会に委託し、権利擁護センターと

の有機的な連携を図りながら、福祉・法律の専門職による専門的助

言等の確保、支援を必要とする区民の早期発見と継続的な支援に資

する関係機関の連携体制の強化を図るとともに、市民後見人を含む

後見人の担い手の育成等の検討を行うことで、制度の利用促進を図

る。 
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３ 安心して働き続けられる就労支援 
○障害者雇用促進法による法定雇用率の引き上げ（平成 25 年 4 月）、障害者雇用納付金制

度の改正（平成 27年 4 月）、就労者に対する合理的配慮の提供（平成 28 年 4 月）、精

神障害者の雇用義務の追加（平成 30年 4 月）などの政策が打ち出されたこと等を背景

に、障害者雇用のすそ野は年々広がってきています。 

○一方で、障害者が自らに合った仕事に就き、働き続けるためには、障害特性を踏まえた多

様な仕事・就労形態の創出や、障害者、家族、職場に対する支援体制が必要となっていま

す。また、身体障害・知的障害・精神障害の他に、発達障害や高次脳機能障害、難病など

障害が多様化する中で、それぞれの障害特性や状況に応じた専門性の高い支援が求められ

ています。 

○そこで、これまで以上に企業及び障害者に対する就労支援や職場定着支援の充実を図るた

めに、障害者就労支援センターの専門性を高め、地域全体で支える就労支援ネットワーク

の構築を関係機関等との連携強化を図りながら進めていきます。また、就労の機会の拡大

を図るとともに、障害の程度に応じた就労への支援として、福祉施設等での就労について

も充実するよう努めていきます。 

 

 

《主な計画事業》 

事業名 事業概要 

3-1-1  

障害者就労支援

の充実 

障害者の社会参加と自立を促進するため、就労に関する相談・支援

等について、障害者就労支援センターを中心に実施する。多様化して

いる障害特性や働き方へのニーズに応じた専門性の高い支援やコーデ

ィネート力の強化、増加する新規登録者・就労者に対する定着支援、

生活支援等、地域の拠点としての機能の充実を図る。 

3-2-1  

就業先企業への

支援 

障害者雇用率の上昇や納付金制度の対象企業の範囲拡大等により障

害者雇用に取り組む企業が増えていることを踏まえ、障害者理解のた

めの情報提供や、合理的配慮の提供の下で雇用促進が図れるよう企業

への相談支援を行うとともに、精神障害者の雇用機会の拡大に対応で

きる相談体制について充実を図る。 

また、雇用管理やキャリア支援、人材育成の方法、メンタルヘルス

など企業の相談内容の多様化に対応するため、企業支援体制の充実を

図る。 

3-3-1  

福祉施設から 

一般就労への 

移行 

就労移行支援及び就労継続支援等の福祉施設を利用する障害者が、

一般就労へ移行し定着することを推進する。 

また、福祉施設に対して、日頃の連携や様々な就労支援に関する情

報提供を行うことで、福祉施設利用者の就労支援へのアクセスが容易

となるような環境作りを行う。 

本事業は、第６期障害福祉計画において成果目標に定められている

事業である。 

3-4-２  

障害者雇用の 

普及・啓発 

障害者が地域で当たり前に働き暮らすことができることを実現する

ため、「障害者が働くこと」を広く区民、本人・家族、関係者に普及

啓発する活動を行う。 

また、主に区内の中小企業に対して、障害者雇用に関する情報提供

や雇用の理解促進を図り、企業の障害者雇用促進の取組をサポートす

る。 
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４ 子どもの育ちと家庭の安心への支援 
○障害を早期に発見し、適切な支援につなげるため、福祉部門と教育部門の相談窓口を一本

化し、より分かりやすく切れ目のない支援体制の充実を図っていきます。また、児童発達

支援センターにおいては、地域の障害児及びその家族への相談支援や他の障害児支援事業

所への援助・助言などを実施し、引き続き地域の中核的な施設としての役割を担っていき

ます。 

○また、すべての子どもが地域で安心して過ごし育つことのできる社会を目指し、障害の有

無に関わらず、ともに育ちあう環境を整えるとともに、就学児の放課後の居場所づくりを

行うことで、家庭の負担感を軽減し、子どもの育ちと家庭の安心に対する支援を行ってい

きます。  

 

《主な計画事業》 

事業名 事業概要 

4-1-3  

総合相談室の 

充実 

教育センター総合相談室において、心身の障害や発達上の何らかの

心配ごとがある子どもについて、保護者からの相談に応じ、助言、指

導を行う。 

また、必要に応じて専門訓練（理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士）、グループ指導等の子どもへの発達援助、療育の事業者の情報提

供及び紹介を行う。各園・学校・関係機関との連携を深めながら、乳

幼児期から学齢期への切れ目のない支援を行っていく。 

4-2-3  

医療的ケア児 

支援体制の構築 

医療的ケア児が、未就学期・学齢期・成人期のライフステージに応

じて円滑かつ適切な支援を受けられるように、保健、医療、障害福

祉、保育、教育等の関係機関による協議の場を設置し、適切な支援体

制の構築に向けた課題・対策等についての協議を行う。 

なお、本事業は第 2 期障害児福祉計画において成果目標に定められ

ている事業である。 

4-3-11  

障害児通所支援

事業所の整備 

重症心身障害児や医療的ケア児等が地域の中で児童発達支援や放課

後等デイサービス等の必要な支援が受けられるよう、整備費等補助制

度を創設し、民間事業者による障害児通所支援事業所施設整備を促進

する。 

4-4-２  

特別支援教育の

充実 

区立小・中学校の通常学級及び特別支援学級における特別な支援を

必要とする児童・生徒が、個々のニーズに応じた教育を受けることが

できるように、指導員等を配置し充実を図る。 

・特別支援教育担当指導員：通常学級に在籍する発達障害等の特別

な支援が必要な児童・生徒の支援として、一斉指導の中での個別指導

や特別支援教室等での専門的指導・支援を行う。 

・交流及び共同学習支援員：特別支援学級設置校において、障害の

ある子どもたちと障害のない子どもたちとの交流及び共同学習を円滑

に行う。 

・バリアフリーパートナー：大学生や地域人材等ボランティアの協

力を得て、子どもたちのサポートを行う。 

4-5-８  

文京版スターテ

ィング・ストロ

ング・プロジェ

クト 

集団参加や対人コミュニケーションなどの社会的スキル等の成長が

乳幼児期から促されるよう、心理士等の専門家チームが区内の幼稚

園・保育園・児童館等を訪問し専門的発達支援を行うとともに、保護

者に対しても専門的観点から育児方法を伝え、より質の高い育児環境

を整え、子どもたちの健やかな育ちを支えていく。 
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５ ひとにやさしいまちづくりの推進 
○ひとにやさしいまちづくりの実現にあたっては、ユニバーサルデザインに配慮した福祉の

まちづくりを推進します。 

○また、まちのバリアフリー、心のバリアフリー、情報のバリアフリーをそれぞれ進めるこ

とにより、だれもが地域で安全に快適な生活を送ることができ、障害者に対する偏見や誤

解を受けることのない社会とするため、情報発信の強化を含めた様々な取組を進めていき

ます。  

○さらに、災害時や新たな感染症の拡大時等緊急時に対する支援については、災害弱者とな

りかねない障害者を的確に支援するため、要支援者情報の確保や人的支援のネットワーク

の構築を図るとともに、地域コミュニティや支え合いの重要性を基本とした地域づくりを

進めます。 

 

《主な計画事業》 

事業名 事業概要 

5-1-２  

バリアフリー 

の道づくり 

高齢者や障害者など、だれもが積極的に社会参加できるよう、

文京区バリアフリー基本構想に基づき、生活関連経路について、

歩道の拡幅、段差解消、視覚障害者誘導用ブロックの設置など、

道路整備を行い、すべてのひとにやさしい道路の実現を図る。 

5-2-1  

障害及び障害者・児に

対する理解の促進 

（理解促進研修・啓発

事業） 

障害者・児が住み慣れた地域社会において、差別や偏見なく地

域の一員として育ち暮らし続けていけるよう、様々な機会を捉え

て障害の特性や障害のある人に対する理解を深めるとともに、共

生社会の実現を図ることを目的として、地域支援フォーラムにお

いて講演会等の事業を行い、また、心のバリアフリーハンドブッ

クを作成し、教育機関及び区内イベント等で配布し周知啓発を行

う。 

5-3-2  

情報バリアフリーの 

推進 

障害者パソコン教室の実施、区役所窓口への拡大鏡・筆談ボー

ド等の設置、音声認識ソフトインストール済みタブレット端末の

設置やまちのバリアフリーマップ等により、障害者が日常生活を

送る上で必要な情報を取得するための支援を行い、情報バリアフ

リーの推進を図っていく。 

5-4-１  

ヘルプカードの 

普及・啓発 

障害者等が発災時及び困った時に必要な援助や配慮を周囲の人

に伝えるためのヘルプカードの普及啓発を行う。 

当事者を対象に活用方法を記載したリーフレットと合わせた配

付を進めるとともに、一般区民を対象にチラシ及びグッズを関係

機関やイベント等で配布することで、障害者の災害に対する備え

と助け合う体制を整えていく。 

5-5-5  

障害者スポーツ等の 

推進 

障害者（児）向けスポーツ事業を実施し、スポーツに触れる機

会を提供するとともに、スポーツの楽しさや魅力を伝えていく。 

5-6-２  

手話奉仕員養成 

研修事業 

聴覚障害により意思疎通を図ることに支障がある障害者等が自

立した生活を営むことができるよう、社会参加・交流活動等を促

進するための支援者として期待される手話奉仕員を養成するため

の研修を行う。【区と社会福祉協議会共催事業】 
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第７章 障害福祉計画及び障害児福祉計画における成果目標について 

 
国は、障害者総合支援法に基づく第６期障害福祉計画及び児童福祉法に基づく第２期障害 

児福祉計画の策定に当たり、障害福祉サービス及び相談支援、障害児通所支援、市町村の地 

域生活支援事業を提供するための体制の確保が総合的かつ計画的に図られるよう基本指針8 

を示しています。 

国の基本指針では、「福祉施設入所者の地域生活への移行」、「精神障害にも対応した 

地域包括ケアシステムの構築」、「地域生活支援拠点等が有する機能の充実」、「福祉施設 

から一般就労への移行等」、「障害児支援の提供体制の整備等」、「相談支援体制の充実・ 

強化等」、「障害福祉サービス等の質の向上」の７点を成果目標に掲げ、それぞれ目標値を 

示すことを定めています。さらに、成果目標を達成するために必要な障害福祉サービス等の 

活動指標を定め、その見込み量を計画の中に示すことも求めています。 

この基本指針に基づき、本章では、これまでの本区の実績及び実情を踏まえた上で、東京 

都の基本的な考え方との整合性を図りながら、令和５年度までに達成すべき成果目標の目標 

値と活動指標の見込み量を示していきます。  

 

1 第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画における成果目標 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 
国の基本指針では、令和元年度末時点の施設入所者のうち、グループホーム、一般住宅等 

に移行する者の数を見込み、その上で、令和 5年度末における地域生活への移行者の目標 

値を設定することとしています。 

◆本区における施設入所支援利用者は、令和元年度末時点で 134 人となっています。施設入

所者の地域移行を進めるための基盤を整備することを基本としつつ、一定程度施設入所の

需要があることにも配慮し、令和 5 年度末における地域生活移行者数 4 人と施設入所支援

利用者数 134人を目標として地域生活への移行の取組を進めていきます。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
国の基本指針では、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ 

とができるよう、協議の場を通じて重層的な連携による支援体制を構築するために、「保

健・医療から地域を考える視点」と「障害福祉から地域を考える視点」の両視点を統合した

地域づくりの検討を行うこととしています。 

◆本区では、精神保健福祉センター、病院、診療所、訪問看護ステーション等において精神

科医療に携わる専門的知識を持った関係者の「保健・医療から地域を考える視点」と基幹

相談支援センター、相談支援事業所、障害福祉サービス事業所等において、精神障害者の

支援に携わる専門的知識を持った関係者の「障害福祉から地域を考える支援」の両視点を

統合した地域づくりのための議論を進めていきます。 

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
国の基本指針では、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、障害者 

の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場の提供、緊急時の受入・対応、専門性の

確保、地域の体制作り等）を整備した地域生活支援拠点(以下、「拠点」という。)を令和 5

年度までに少なくとも 1 か所整備しつつ、その機能の充実のため、年 1 回以上拠点の運用

状況を検証及び検討することとしています。 

◆本区では、令和元年度に本富士地区に拠点を整備しました。令和 3 年度に駒込地区・富

坂地区、令和 4 年度に大塚地区に各 1 か所を整備するとともに、地域自立支援協議会地

域生活支援専門部会において、運用状況の検証及び検討を行っていきます。 

                                      
8
基本指針 障害者総合支援法第 87 条及び児童福祉法第 33 条の 19 に規定する厚生労働省の定める基本指針

（平成 18 年厚生労働省告示第 395 号）。これにより、障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定にあたって

は、障害福祉サービス、障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標等を設定することとされている。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行 
国の基本指針では、令和５年度における福祉施設から一般就労への移行についての目標値 

を、令和元年度の一般就労への移行実績の 1.27倍以上とすることを基本として設定するこ

ととしています。 

◆本区においては、令和元年度は１５人が福祉施設から一般就労へ移行しました。これを受

けて、令和５年度中の福祉施設から一般就労への移行者について、令和元年度実績の約

1.30 倍の２０人を目標として、一般就労移行に向けた支援を行っていきます。 

 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 
国の基本指針では、重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、主に重症心 

身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を確保すること、

また、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように医療的ケア児のための関係機関の協議

の場を設置するとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することとして

います。 

◆本区では、主に重症心身障害児や医療的ケア児を支援する児童発達支援事業所及び放課後 

等デイサービス事業所の確保・充実に向けて、課題等を整理し対策の検討を行っていきま 

す。 

◆本区では、医療的ケア児が、未就学期・学齢期・成人期のライフステージに応じて円滑か 

つ適切に支援が受けられるように、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の医療的ケア児の支 

援に関わる行政機関や事業所等の関係者が一堂に会する協議の場を設置し、地域の課題や対 

策について継続的に意見交換や情報共有を図るとともに、福祉や医療等の関係分野における 

一定の知識を有した者を、医療的ケア児の生活設計等の手助けを行う医療的ケア児支援コー 

ディネーターとして配置し、継続的な支援を行います。 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等 
国の基本指針では、それぞれの地域における相談支援体制についての検証・評価を行うと 

ともに、総合的な相談支援体制、専門的な指導・助言及び人材育成等各種機能についての検

討を行い、相談支援体制を充実・強化するための体制を確保することを基本としています。 
◆本区では、障害者基幹相談支援センターにおいて、総合的・専門的な相談支援を実施する 

とともに、地域の相談支援体制の強化に係る目標値について、以下のとおり設定します。 

・地域の相談支援事業者に対する専門的な指導・助言件数（年４００件） 

・地域の相談支援事業者の人材育成の支援及び連携強化の取組の実施回数（年１２回） 

 

（7）障害福祉サービス等の質の向上 
国の基本指針では、障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすために

は、利用者が真に必要とする障害福祉サービス等の提供を行うことが重要であり、障害福

祉サービス等の利用状況を把握し、検証を行っていくことが望ましいこととしています。

また、自立支援審査支払システム等を活用し、請求の過誤を無くすための取組や適正な運

営を行っている事業所を確保することが必要となるとしています。 

◆本区では、区内の障害福祉サービス等事業者に対し、運営基準に沿った事業運営を行っ

ているか、及び適切な障害福祉サービスの提供が行われているかを確認するため実地指導

を行い、障害福祉サービス等の適正な運営を図ります。（年１８回） 

◆本区では、請求内容チェックシステムにより、審査結果を分析した結果を活用し、障害

福祉サービス等事業所に対し適正な請求を促します。（年１２回） 
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３ 障害福祉計画等の進行管理 

国の基本指針では、障害者施策及び関連施策の動向も踏まえながら、少なくとも年 1回

は実績を把握、分析し、第 6 期障害福祉計画及び第 2 期障害児福祉計画の評価を行うとと

もに、必要がある場合は計画内容の変更を行うよう PDCA サイクルの実施を明記してい

ます。 

区においても、国の基本指針に沿って、本章で示した成果目標及び活動指標についての

評価を地域福祉推進協議会障害者部会等において行い、PDCA を確実に実施することで障

害福祉計画等の進行管理を行っていきます。 

 
（PDCA サイクルのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（Plan） 目標を設定し、目標達成に向けた活動を立案する 

実行（Do） 計画に基づき活動を実行する 

評価（Check） 活動を実施した結果を把握・分析し、評価を行う 

改善（Act） 評価に基づき、計画の目標、活動などを見直す 

 

 

Do Act 

Plan 

Check 


